
Ⅰ　事　業　損　益

Ａ　本来業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

(１)事　　業　　費

 １ 有 形 固 定 資 産 Ｂ　附帯業務事業損益

１　事　業　収　益

２　事　業　費　用

その他の有形固定資産

 ２ 無 形 固 定 資 産 Ｃ　収益業務事業損益

 ３ そ の 他 の 資 産 １　事　業　収　益

２　事　業　費　用

Ⅱ　事 業 外 収 益

その他の事業外収益

Ⅲ　事 業 外 費 用

Ⅳ　特　別　損　失

事 業 未 収 金

そ の 他

5,949

3,097,080 本来業務事業利益

資　産　合　計 4,115,242

Ⅱ　固　定　資　産

貸 倒 引 当 金

金　　　額

1,018,162

建 物

481,729

6,597

615,783

383,409

Ⅰ　流　動　資　産

26,971

現 金 及 び 預 金

土 地

77,994

3,084,534

2,524,811

未 払 金 130,581

そ の 他 170,479

科　　　目 金　　　額

Ⅰ　流　動　負　債 302,447

買 掛 金 1,387

Ⅱ　固　定　負　債 1,253,491

長 期 借 入 金 1,141,000

その他の固定負債 112,491

1,388,274

　繰越利益積立金 1,171,030

負　債　合　計 1,555,938

科　　　目 金　　　額

令和2年3月末

純 資 産 合 計 2,559,304

負債・純資産合計 4,115,242

資　産　の　部 令和2年3月末

純 資 産 の 部

Ⅰ　積　　立　　金 2,559,304

設立等積立金

1,943,092

1,751,057

（単位：千円）

科　　　　　　　　　　目

△ 8,001

科　　　目

196,582

附帯業務事業利益 7,924

192,035

204,506

196,749

受 取 利 息 34

15,438

18,648

収益業務事業損失 △ 3,210

154,466税 引 前 当 期 純 利 益

195,241

固 定 資 産 除 却 損 9,609

経 常 利 益

会計基準変更時差異 31,166

4,634

負　債　の　部 令和2年3月末 事 業 利 益

350

154,116

法人税・住民税及び事業税

当 期 純 利 益

40,775

支 払 利 息 4,634

貸借対照表 損益計算書

社会医療法人　あいざと会

（単位：千円）

平成３１年度

3,092

3,126



重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記 
 
 
 

１ 継続事業の前提に関する事項 

該当事項はありません。 

 
 

２ 資産の評価基準及び評価方法 

（１）たな卸資産 

最終仕入原価法 

 
 

３ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法又は旧定率法を採用しています。 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）については旧定額法を、

平成 19 年 4 月 1 日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法を、平成 28 年 4

月 1 日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物             10 年～39 年  

建物附属設備    15 年 

構築物           10 年～20 年 

車両運搬具     4 年～6 年 

医療用機械備品  4 年～6 年 

器具備品       4 年～15 年 

  

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 ソフトウェア   4年～5年 
 
 （３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残

存価値をゼロとする定額法としております。 

 
 

４ 引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当会計年度に負担すべき額
を計上しております。 

 
 



（２）退職給付引当金 

役職員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務に基づき、当会計年度末

おいて発生していると認められる額を計上しております。なお、当医療法人は、簡便法による期末自

己都合要支給額を退職給付債務とする方法を採用しています。 

 

（３）貸倒引当金 

貸倒懸念債権等特定の債権について個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

 

５ 消費税及び地方消費税の会計処理の方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 

 
 

６ その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項 

（１）補助金等の会計処理方法 

補助金等については、受取った会計年度に一括して収益として計上しております。なお、固定資

産を購入する目的で受取った補助金等のうち、対象となる固定資産について法人税法上の圧縮記

帳が認められている場合であっても圧縮記帳は行っておりません。 

 
 

７ 重要な会計方針を変更した旨等 

該当事項はありません。 

 
 

８ 資産及び負債のうち収益業務に関する事項・収益業務からの繰入金の状況に関する事項 

 （１）資産及び負債のうち、収益業務に関する事項 

 (単位：千円) 

科目 金額 

資産 61,090 

負債  111,106 

 

（２）収益業務からの繰入金の状況 

   (単位：千円) 

項目 前期末残高 
当期繰入金額又

は元入金額 
当期末残高 

収益業務からの繰入金額
累計 

-    -    -    

収益業務への元入金 △46,455 △3,561 △50,016 

繰入純額 △46,455 △3,561 △50,016 

 

９ 法第５１条第１項に規定する関係事業者に関する事項 



（１）法人である関係事業者 

 該当事項はありません。 

 

（２） 個人である関係事業者 

 

該当事項はありません。 

 

 

１０ 重要な偶発債務に関する事項 

該当事項はありません 

 

 

１１ 重要な後発事象に関する事項 

該当事項はありません。 

 

１２ その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項 

（１）基本財産 

    （単位：千円） 

科  目 
前会計年度 

末残高 

増加額 減少額 当該会計年度

末残高 

土  地 481,729 -    -    481,729 

建  物 1,612,990 217,928 66,429 1,764,489 

計 2,094,719 217,928 66,429 2,246,218 

 

（２）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

    一時差異等の金額に重要性がないことから、繰延税金資産又は繰延税金負債を計上しておりませ

ん。 

 

  



（３）補助金等の内訳 

  （単位：千円） 

内  訳 交付者 当期収益額 計上区分 

運
営
費 

精神科救急システム
整備事業 

徳島県 3,017 本来業務 

障害者雇用調整金 
（独）高齢・障害・
求職者支援機構 

1,039 本来業務 

地域包括ケアシステ
ム構築推進事業 

徳島県 200 本来業務 

その他（2 件） － 113 本来業務 

小 計  4,369  

計  4,369  

 

（４）有形固定資産の減価償却累計額 

   （単位：千円） 

科  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建  物 3,159,386 1,394,897 1,764,489 

建物附属設備 940,745 318,186 622,559 

構 築 物 268,502 130,739 137,763 

医療用器械備品 65,205 62,180 3,025 

その他の器械備品 113,445 80,900 32,545 

車両及び船舶 28,091 23,053 5,038 

その他の有形固定資産 39,076 1,690 37,386 

計 4,614,450 2,011,645 2,602,805 

 

 

 

  


	病院又は介護老健

